
大阪エンターテイメント都市構想推進検討会設置要綱 
 
 
（設置目的） 
第１条  国における「カジノを含めた統合型リゾート（Integrated  Resort）」（以
下「ＩＲ」という。）の法制化に向けた動向等を踏まえ、大阪府内にＩＲを立地する
場合の課題や対応策等について幅広く検討するため、有識者等による大阪エンターテ
イメント都市構想推進検討会（以下「検討会」という。）を設置する。 

 
（所掌事務） 
第２条  検討会は、次に掲げる事項について検討を行う。 
（１）大阪府内にＩＲを立地する場合の課題や対応策等に関すること。 
（２）その他ＩＲに関し必要と認められる事項に関すること。 
 
（組織） 
第３条 検討会は、別表に掲げる委員をもって組織する。 
 
（座長）  
第４条 検討会に座長を置き、委員の互選によりこれを定める。  
２ 座長は会務を総理する。  
３ 座長は検討会の議長となり、議事を整理する。  
４ 座長に事故あるときは、座長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。  
 
（会議）  
第５条 検討会は、座長が招集する。  
２ 検討会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。  
３ 座長が検討会を招集するいとまがないと認めるときその他やむを得ない理由がある
ときには、委員に対する回議をもって会議を開催したものとすることができる。 

４ 座長は、第３条に規定する委員のほか、必要に応じて委員以外の者に対して出席を
求めることができる。 

５ 検討会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す
るところによる。  

６ 検討会の会議は、原則として公開する。 
 
（専門委員） 
第 6条 検討会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門委員若干
人を置くことができる。 

２ 専門委員は、検討会委員、観光学や地域政策学に造詣の深い学識経験者等のうちか
ら、座長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるもの
とする。 

 
（報酬）  
第７条 委員等の報酬の額は、日額 9，４００円とする。  
２ 前項の報酬は、出席日数に応じて、その都度支給する。  
３ 委員等のうち府の経済に属する常勤の職員である者に対しては、報酬を支給しない。  
 
（費用弁償）  
第８条 委員等の費用弁償については、「証人等の実費弁償に関する条例」に準じて支給
する。 

 
 （庶務）  
第９条 検討会の庶務は、府民文化部都市魅力創造局都市魅力課において行う。  
 
（その他）  
第１０条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定め



る。  
 

附 則  
この要綱は、平成２２年７月９日から施行する。 

 
附 則  

この要綱は、平成２２年８月 25日から施行する。
 
  附 則 
この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
 
  附 則 
この要綱は、平成 23年 5月１０日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は、平成 24年 4月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は、平成 24年 6月１日から施行する。 



【別表】  

 大阪エンターテイメント都市構想推進検討会委員 

 

（五十音順） 

 氏   名 所 属 ・ 役 職 

座長 橋爪
はしづめ

  紳也
し ん や

 大阪府立大学２１世紀科学研究機構特別教授 

 大井
お お い

  敬
のり

雅
まさ

 大阪府ＰＴＡ協議会 会長 

 勝見
か つ み

  博光
ひろみつ

 大阪市立大学都市研究プラザ特別研究員 

 木村
き む ら

  愼作
しんさく

 大阪府副知事 

 津田
つ だ

  和明
かずあき

 財団法人大阪観光コンベンション協会 会長 

 堤
つつみ

   道明
みちあき

 大阪市ゆとりとみどり振興局理事 

 土居
ど い

  年樹
と し き

 大阪商工会議所 ツーリズム振興委員会委員長 

 中
なか

   和博
かずひろ

 大阪府町村長会 会長（能勢町長） 

 日比野
ひ び の

 健
けん

 社団法人日本旅行業協会関西支部 支部長 

 向井
む か い

  通彦
みちひこ

 大阪府市長会 会長（泉南市長） 

 吉田
よ し だ

  功
いさお

 堺市市長公室企画部長 

 
  
 


